
 

【資料１】令和５年度 デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）事業実績 

自治体広域連携によるローカルベンチャー拡大推進事業(令和３～７年度） 

～官民共同・地域間連携による企業版関係人口創出・右腕人材マッチングプラットフォームの開発～ 

 
広域自治体共通 

プログラム 
企業版関係人口等拡大事業（関係人口創出事業） 重点ベンチャー支援事業（新事業創出加速化事業） ハード事業 

事

業

の 

名

称 

広域自治体共通プログ

ラム（協議会への拠出

金） 

関係人口プラットフォ

ーム構築事業 

オープンデータプラッ

トフォーム構築事業 

先端技術による３K 課

題解決実証事業 

TAKIBI プログラム（ビジネ

スアイデア・プラン開発事

業） 

新事業創出加速化支援事業 
百年の森林留学 

プログラム事業 
ユニット住宅建設事業 

内   

容 

本分野に実績と知見を

持つＮＰＯ法人ＥＴＩ

Ｃ．を事務局としたロー

カルベンチャー推進協

議会で、全国の志を同じ

くする６自治体が連携

し、各自治体から事務局

への拠出金をもとに、

｢地域共創ラボ｣を構築

し企業版関係人口の拡

大に取り組む。 

 

 

村外企業や研究者、個人

等が、地域への理解・課

題解決への参画等を通

じて、継続的に西粟倉村

に関わる「関係人口」を

維持・増加させるための

環境・インフラを整備

し、村外からの来訪者に

とって課題である「活動

拠点」と「移動インフラ」

の改善に向け取り組む。 

村における既存データ

のオープン化の促進と

新規データ取得の方針

の策定によるデータの

利活用環境を整備する。

また、村内におけるオー

プンデータ化やデータ

活用等に関わるコミュ

ニティの形成に向けた

場を整備する。 

「きつい」「きたない」

「危険」いわゆる３K と

呼ばれる作業負担を軽

減するテクノロジーを

持つ企業との共創・創発

活動を通じ、村での実証

実験を支援し、課題解決

に取り組む。 

スケールする新事業の創出

を目的とし、地域課題を明

らかにした上で、解決の手

段となる域外のビジネスモ

デルを調査する。その上で、

村内関係者や外部人材を巻

き込んだワークショップを

実施し、地域の願いと重ね

ながらビジネスアイデアの

創出を行う。また創出され

たアイデアに対して外部人

材をコーディネートし、ブ

ラッシュアップを行う。仮

説検証を重ね、実現及び成

長可能性の高いビジネスプ

ラン創出を目指す。 

「事業プランのブラッシュ

アップが可能な人材」にター

ゲットを絞り込み、「スケー

ルするビジネスアイデアお

よびビジネスプランを創出

する一員」として位置づけ、

新たに関係性を構築するた

めの情報発信を行う。また、

ビジネス創出に資する人材

やビジネスプランの担い手

となる人材等との接点確保

を意図した PR 活動を行う。 

本年度より通年の留学

プログラムを実施し、運

営を行いながら課題の

掘り起こしやプログラ

ムを改善する。また、よ

り広域で募集を実施す

るためのネットワーク

の拡充を図る。同時に教

員研修の受け入れを開

始し、関係人口としての

外部人材の掘り起こし

も行う。 

これから村で仕事を始

める移住者を対象とし

た、ユニット型の住宅を

建設する。この住宅は西

粟倉村産材（FSC 認証

材）を活用し、短期間で

建設可能な「組み合わせ

式建築工法」の実証を目

的とし、今後は、住宅の

温度や湿度の情報を取

得しながら住環境の調

査を行い、住みやすい住

宅の開発を進める。 

 

事 

業 

費 

７，７００千円 ２１，９００千円 ８，０００千円 ４，０７０千円 ４９，５００千円 ２７，５００千円 １，３８０千円 １６，６７６千円 

(内交付金対象１６,６７６千円) 

効   

果 

・広域連携自治体サミッ
トを開催(宮城県気仙沼
市) 
・自治体合宿開催（鹿児
島県錦江町） 
・広域連携自治体総会２
回開催（オンライン） 
 

・オープンデー開催１２
回、テックリテラシー向
上研修４回、企業との共
創・創発活動７社、シェ
アキッチンの貸出７件。 
・西粟倉駅にソーラーカ
ーポート設置。モビリテ
ィサービスの運営する
モビリティセンターを
立ち上げ。ローカルモビ
リティサミット in 西粟
倉を開催。 
・４戸の住宅を対象に耐
震性能・温熱環境調査を
行った。 

・データ連携基盤連携事
業者数５社。 
・デジタル田園都市国家
構想推進交付金の実装
したサービスで取得さ
れたデータについて、デ
ータ連携基盤にアップ
ロードを実施。 
・総務企画課とのデータ
活用検討会１２回。 
・役場への専門家派遣７
回 

・令和４年に実施したデ
モ運転と比較するため、
類似の草刈機を調査。ま
た、国土交通省の実証事
例を整理した。これによ
り得られたデータを踏
まえ、次年度のサービス
提供モデルを策定した。 

・地域課題を明らかにする
ため村民への願い調査を実
施（５０件） 
・役場職員の願いワーキン
グ１回実施。 
・地域内外の人材が、リソー
ス・アイデアを持ち寄り、雇
用を生み出す規模で自走可
能な事業アイデアを検討す
る「TAKIBI キャンプ」を２
回開催。 
・上記キャンプ内で提案さ
れた事業を有識者による審
査会で１件採択。 
・審査会により採択された
ビジネスプランの実現に向
けたブラッシュアップを実
施。（２件） 
・TAKIBI プログラム全体
のフレームを検討。 

・TAKIBI プログラムの進捗
を周知する「TAKIBI 通信」
記事を３号作成、配布。 
・関係性構築のための情報
発信記事を７件取材・配信。 
・Uターン人材へフックさせ
るための村内求人公告を帰
省時期に合わせて２回発信。 
・Uターン人材を将来ビジネ
ス創出に資する人材と捉え、
あわくら未来会議プロジェ
クトチームによる企画を実
施。イベント１回開催、１６
名参加。 
・関係人口の関わりしろを
生み出す機会として、食をテ
ーマにしたディスカッショ
ンイベントを１回開催。 
 

・留学プログラムの開発
を再構築の検討を実施。 
・留学生のネットワーク
づくりのための募集イ
ベントを実施。 
・留学生を募集のための
体験イベントを開催し、
１名が参加。 
 

令和４年度に取得した
下土居地区の用地に令
和４年度に２棟を建設。 
令和５年度に３棟を建
設した。 

 



令和５年度デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）に関連したＫＰＩ（重要業績評価指標）の進捗状況

R3 R4 R5 R6 R7 累計

目標値（千円） 100,000 177,900 222,400 273,600 326,000 2,938,797

実績値（千円） 0 0 222,186 2,061,083

目標値（件） 5 3 5 3 5 21

実績値（件） 18 6 6 30

目標値（人） 40 40 40 20 20 160

実績値（人） 35 40 52 127

目標値（地域） 0 6 14 14 14 14 62

実績値（地域） 0 6 14 32 52

0

ローカルベン
チャーによる売
上規模 （増加
数）

1,838,897

都市部企業と
の協働プロジェ
クト件数

0

資料1-1
広域連携事業

自治体広域連携に
よるローカルベン
チャー拡大推進事
業
～官民共同・地域間
連携による企業版
関係人口創出・右腕
人材マッチングプ
ラットフォームの開
発～

　企業版関係人口の創出と右
腕人材マッチングプラットフォー
ムを開発する自治体広域連携
によるローカルベンチャー拡大
推進事業を実施する。事業内
容は、第1期での事業実施を踏
まえ、企業版関係人口の創出
とマッチングと各地域での課題
解決を推進する人材を育成・
確保する事業を広域自治体連
携の共通プログラムとして実施
する。各地域ではそれぞれの
地域性や地域課題に合わせて
独自プログラムを開発・実施
し、共通プログラムでマッチン
グした企業版関係人口との協
働を推進し、ローカルベン
チャーの自立化や地域課題の
解決等を図る。

136,726
千円

R3～
R7

事業ノウハウ移
転地域数

課題解決型人
材の増加数

事業
期間

重要業績評価指標（KPI)
現況値
(R2)

年度別状況

【資料2-1】

　地域における安定的な雇用創出、地方への新しい人の流れ、まちの活性化など、地方創生の深化の実現に向け、
地方公共団体が地方版総合戦略に基づき実施する先駆的な取組を国が支援

事業名 事業内容 R5事業費



指標
基準値

(R2策定時)
実績値

(R3)
実績値

(R4)
実績値

(R5)
中間目標

(R7)
最終目標

(R12)

国民健康保険の特定健診受診率 47% 44% 50% 63% 56% 65%

がん検診受診率　胃がん 27% 22% 15% 12% 32% 37%

　　　　　　　　　　　 肺がん 33% 31% 25% 19% 38% 43%

　　　　　　　　　　 　子宮がん 26% 22% 21% 14% 31% 36%

乳幼児健康診査受診率　1歳6ヶ月児検診 100% 80% 100% 100% 100% 100%

乳幼児健康診査受診率　3歳児検診 100% 100% 100% 100% 100% 100%

保育環境や遊び場に対する不満足度 10.6% 13.0% 11.5% 13.5% 8.0% 5.0% 

子育てに対する地域の協力の不満足度 4.7% 5.0% 5.0% 7.7% 4.0% 3.0% 

中高校生と村の大人が協働して実施した活動数 1回 1回 5回 6回 2回 3回

調整済み要介護認定率 18.0以下（R1） 15.5% 15.9% 17.8% 18.0以下 18.0以下

福祉サービス(在宅福祉など)の状況の不満足度 4.6% 7.9% 8.1% 6.1% 4.0% 3.0%

障がい者(児)への相談支援の年間実施回数 180回 180回 269回 203回 200回 200回

病院などの保険・医療・福祉の整備状況の不満足度 11.6% 21.0% 18.8% 25.0% 10.0% 8.0%

休日夜間の救急医療体制の不満足度 21.9% 27.7% 33.0% 33.5% 21.0% 20.0%

１人当たりの国民健康保険の医療費 363千円 405千円 463千円 434千円 350千円 335千円

あわくら図書館の村民１人当たりの年間貸出冊数 11.1冊 12.3冊 11.8冊 12.8冊 13冊 15冊

生涯学習講座(あわくら大学等)の年間実施回数 126回/年 106回/年 103回/年 85回 130回/年 136回

生涯学習等の成果を発表できる場の数 2回 3回 3回 3回 3回 3回

子どもが所属するスポーツ団体数 9団体 6団体 7団体 10団体 11団体 12団体

スポーツ大会やスポーツ塾の参加者数 451名 377名 336人 343名 500名 550名

広報機会を増やし情報を知る機会を増やす 2回 1回 1回 1回 10回 12回

文化系サークルの団体数 9団体 8団体 8団体 8団体 11団体 14団体

地域の人が参加した小中学校の活動及び授業数 29回 38回 45回 144回 36回 45回

教育環境(特色のある学校教育等)の不満足度 9.0% 12.9% 8.4% 10.6% 8.0% 7.0%

農作物の新たな担い手確保（累計） 1人 1人 1人 1人 ２人 ３人

早場米生産量 320t 329t 313t 320t/年 342t 364t

給食への地域農作物提供回数 113回 120回 140回 194/年 142回 170回

森林に関わるイベントや木育活動の実施件数 4件（R1） 13件 7回 7回 6件 8件

年間木材搬出量 10,750㎥（R1） 8,887㎥ 8,007㎥ 11,148㎥ 12,500㎥ 13,000㎥

長期施業管理契約受託面積 1,470ha(R1) 1,520ha 1,579ha 1,325ha 1,700ha 2,000ha

森林サービス産業事業の新規創出件数(累計) 2件 5件 7件 13件 4件 6件

主要観光施設の年間観光客数 10万人 10万人 10万人 8万人/年 15万人 20万人

村内の観光資源数 23件 27件 30件 30件 37件 50件

体験型ツアー、交流事業の企画件数 6件 7件 7件 9件 10件 15件

ローカルベンチャーによる年間売上額 19.7億円 18.4億円 19.0億円 19.0億円 22.3億円 29.7億円

地域内での起業・新事業創出数（累計） 5件 7件 14件 6件 7件 10件

ローカルベンチャーの求人機会の数 1回 2回 2回 2回 2回 3回

２-２ スポーツに出会
う環境づくり

２-３ 文化に触れ、継
承する環境づくり

２-４ 質の高い学校
教育の推進

３-１ 地域の農業を
支える環境づくり

３-２ 林業の振興と
森林の多様化と価
値最大化

３-３ 地域の光を魅
せる取組推進

３-４ 地域経済循環
を生み出す商工業
の推進

２-１ 社会とつながる
きっかけづくり

第６次西粟倉村総合振興計画（総合戦略）指標一覧  R5年度実績　　    資料2-2

１-１ 健康に過ごし続
けるための備え

１-２ 魅力的な子育
て環境づくり

１-３　誰もが住み続
けられる環境づくり

１-４ 医療体制など
の充実



指標
基準値

(R2策定時)
実績値

(R3)
実績値

(R4)
実績値

(R5)
中間目標

(R7)
最終目標

(R12)

第６次西粟倉村総合振興計画（総合戦略）指標一覧  R5年度実績　　    資料2-2

幹線道路や生活道路の整備状況の満足度 65.3% 64.2% 72.2% 66.5% 67% 69%

福祉バスの利用者数 3,800人 3,999人 4,363人 3,828人 3,000人 2,500人

鉄道やバスなどの公共交通の利便性の不満足度 34.2% 41.6% 37.1% 37.4% 30% 20%

村の政策として確保した住宅数 81戸 82戸 84戸 85戸 100戸 120戸

ＵＩターン世帯の５年定着率 59% 54% 53% 57% 62 65

村に住み続けたいと思う人の割合 59.9% 50.5% 54.6% 44.8% 70% 80%

村内の空き家率
全国１３％より低く設定

8.3% 8.3% 8.0% 8.0% 8.0% 8.0%

対策（利活用、除却）を行った空き家数（累計） 32件 38件 41件 43件 40件 50件

一人一日当たりごみ総排出量 680g/人・日 649g/人・日 649ｇ/人・日 660ｇ/人・日 610g/人・日 550g/人・日

不法投棄の年間件数 8件 5件 1件 1件 4件 0件

自然環境の保全状況の不満足度 6.70% 9.90% 11.8% 13.9% 6% 5.50%

資源ごみ年間回収量 48t 43t 42t 39t/年 53t 58t

村内の再生可能エネルギーによる電力自給率 28.8% 45.5% 60.6% 57.0% 50% 70%

電気自動車導入台数（累計） 5台 10台 12台 17台 20台 100台

水道施設・管路の更新率 4.4% 4.4% 4.8% 4.8% 7.5% 10%

水洗化率 93.70% 93.70% 95.40% 95.6 94% 94.30%

上水道（簡易水道）の整備状況の満足度 78.10% 76.50% 84.7% 79.7% 79% 80%

自主防災活動を行った組織数 0組織 0組織 0組織 0組織 6組織 12組織

消防・防災訓練実施回数 2回 1回 2回 1回/年 2回 2回

交通安全に関する広報（働きかけ）の実施回数 2回 2回 2回 2回 4回 4回

消費生活に関する広報（働きかけ）の実施回数 6回 1回 1回 2回 8回 8回

村民向け相談窓口の設置回数 6回 6回 6回 6回 8回 8回

交通安全に関する高齢者や子ども達への働きかけの回数 0回 0回 0回 1回 2回 4回
５-１ あらゆる主体の
参画・連携により地
域を支える

地域づくり活動登録団体数 3団体 3団体 3団体 3回 6団体 9団体

研修年間延べ参加者数 95人 62人 129人 53人 110人 130人

村職員離職率（5年間） 18% 17% 21% 26% 10% 5%

経常収支比率 90.2% 89.7% 94.5% 94.4% 92.0% 91.0%

実質公債費比率 8.8% 10.6% 12.7% 13.8% 17.0% 15.5%

指定管理者制度の導入施設数 13箇所 13箇所 14箇所 15箇所 13箇所 13箇所

通信環境の不満足度 13.7% 13.7% 10.9% 12.6% 10% 8%

電子申請実施業務数 30件 212件 976件 261件 300件 500件

BPR実施業務数 0件 0件 0件 0件 2件 2件

審議会等の村民公募委員数 5人 0人 0人 0人 6人 7人

地区座談会の開催件数 0回 0回 0回 12回/年 6回 12回

オープンデータ公開件数 0件 8件 14件 14件 50件 100件

会議委員等における男女比率の公開件数 0件 0件 0件 0件 3件 6件

普及啓発活動・広報の実施回数 2回 2回 2回 2回 4回 6回

５-５ あちらこちらで
進む情報の共有化

５-６ 取り残されそう
な領域をほっとかな
い

４-６ 上下水道の持
続可能な維持管理

４-７ 地域の消防・防
災力の向上

４-８ 安心して暮らし
続ける環境づくり

５-２ 持続可能な行
政事務の実施

５-３ 持続可能な公
共財管理と財政運
営

５-４ いつでもどこで
もだれでもつながる

４-５ 脱炭素化に向
けた取組推進

４-１ 交通基盤の整
備と持続可能な維持
管理

４-２ 長く住み続ける
ことができる環境づく
り

４-３ 空き家対策の
推進

４-４ ごみの減量化
とリサイクルの推進
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自治体広域連携によるローカルベンチャー拡大推進事業 

（R3～R7） 
 

■企業版関係人口等拡大事業（関係人口創出事業） 

①関係人口プラットフォーム構築事業 委託料 16,620千円 

前年度の参画企業の活動拠点の在り方、モビリティの在り方の検証を継続して実施

する。また検証の結果を踏まえた次世代モビリティの設計を行う。 

・村内の戸建て住宅を対象とした信託プランに基づく住宅の改修に向けた基本設計の

検討と実証及び信託プランの策定 

・スロ－モビリティ・省エネモビリティによる交通水準の変化の検証及び次世代モビ

リティを活用したサービスの検討 

・ローカルベンチャー等に対するテックリテラシーの向上研修、共創・創発促進研修

の実施 

 

②オープンデータプラットフォーム構築事業 委託料 8,000千円 

開発したデータ可視化ツールの運用を行う。また活用状況を解析しオープン化され

ていない需要のあるデータを採取し反映する。前年度に継続して形成した自由な発想

とその発想を活かせるツール、指導者を備えたコミュニティを活かす場の整備とコー

ディネートを行う。 

・運営管理（デバッグ解析・データ収集・修正業務） 

・整備事業、整備後の住民への周知および参画促進コーディネート 

 

③先端技術による３K課題解決実証事業 委託料 4,000千円 

前年度までに開発したツールの実証実験の結果を検証しサービス提供案を検討す

る。 

・データ解析、改善案を元にしたサービスの概略設計と実証 
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■新事業創出加速化事業 

第１期での課題解決と様々な人材のさらなる流動化をめざし、地域外の関係人口・リ

ソースを巻き込みながらスケールビジネスモデルを地域に創出するため、下記のプログ

ラムとこれに伴う情報発信を実施する。 

 

①TAKIBIプログラム（ビジネスアイデア・プラン開発事業）委託料 49,500千円（委託

料） 

前年度に引き続き、地域の中や、村内ローカルベンチャーが描く願い（アイデア）

を取材・調査・ワークショップ等で抽出し、ビジネスアイデアを創出する。また、地

域を問わず外部人材にプログラムに関わってもらうことで、全国各地の外部人材が西

粟倉村に関わっている状態をつくる。その上で創出されたアイデアに対して外部人材

等をマッチングしながら、アイデアのブラッシュアッププログラムをコーディネート

し、事業プランを作成する。また、必要に応じて事業の自立支援も行う。加えて、主

体的に関わる外部人材を創出する中で、外部人材が主導してブラッシュアップを行う

案件が生まれるようにする。さらに、関わりが深くなった外部人材が、サポート側か

ら担い手側に回る動きをつくる。本事業により年間で新たに 2億 5000万円売上規模、

および 3〜5件のプロジェクト創出を目指す。 

 

②新事業創出加速化支援事業 委託料 27,500千円 

前年度に引き続き、ビジネス創出に資する人材との関係性を作るための情報発信を

進める。また①を経て開発された事業プランの発信も積極的に行い、地域内外でプラ

ンの担い手となる人材や事業者の募集・マッチング等を進める。さらに、①および②

で関わった外部人材が担い手としても挑戦する動きをつくる。年間で 30 名の課題解

決型人材の増加を目指す。 

 

③百年の森林留学プログラム 賃借料 1,380千円 

前年度までの運営及び検証結果をもとに、事業が自走できる規模を想定したプログ

ラムの運営や募集の仕組についての点検を行い、留学プログラムを完成させる。また

オンライン等での説明会の定期開催を実施する。 

・留学プログラム運営及び実施検証、教育留学プログラムの完成 

・プログラム改善や事業評価のための意識変化調査の実施 

 

 



 

 

（会議の経過） 

発 言 者 議題・発言内容 

 

 

総務企画課長 

 

 

 

 

 

 

 

白岩 

１．開会 

（１）あいさつ 

気候の良い新年を迎えることができた。しかし、本村では新年から亡くなられる

方多く、人口維持が課題である。 

本会議は、昨年の取組を中心に報告。関係人口拡大、ローカルベンチャーをはじ

めとする人口維持の取組を実施。 

石破内閣となっての地方創生２．０取り組みでは、村へ対し夫々の専門的な視点

からアイデアをお伺いしたい。本日はよろしくお願いいたします。 

 

（２）出席者・事務局紹介 

 名簿順にご紹介 

 

 

 

 

 

教育委員会課長 

桂田、白岩 

 

２．総合振興計画に基づく取組内容等について 

（１）令和５年度取組内容について（デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生

推進タイプ）） 

（２）令和５年度交付金事業及び総合振興計画における KPI の状況 

（３）令和６年度の取組内容について 

各事務局より説明 

 

 

会 議 の 名 称 第９回 西粟倉村総合戦略有識者会議次第 

開 催 日 時 令和７年１月１４日（火）１３時３０分～１５時４０分 

開 催 場 所 あわくら会館 あわくらホール 

委 員 産 株式会社エーゼログループ 代表取締役 牧大介 

官 岡山県美作県民局 地域政策部地域づくり推進課長 斎藤雅史 

学 鳥取大学 地域学部地域政策学科 教授 多田憲一郎（欠席） 

金 トマト銀行 林野支店長 前原義三郎 

労 津山公共職業安定所 美作出張所長 犬飼真吾 

言 山陽新聞 津山支社長 小野暁 

事 務 局 総務企画課長 榎原博文 

産業観光課長 萩原勇一 

教育委員会 課長 榎原まゆき 

産業観光課 主事 桂田佳織 

総務企画課 主任 白岩将伍（会議進行） 

会 議 資 料 等 別添のとおり 



 

 

牧委員 

 

 

 

 

 

 

 

前原委員 

 

牧委員 

 

 

 

 

 

 

 

産業観光課長 

 

 

 

 

斎藤委員 

 

桂田 

 

 

総務企画課長 

 

 

 

産業観光課長 

 

 

 

３．意見交換 

（１）取組内容等への質疑応答 

印象として、村全体への経済の拡大が難しくなっている。各村内事業者は頭打ち

感がある。 

弊社でも木材加工の売上が４億６千万から半減。ものづくりの分野がかなりのス

ピードで落ちている。 

 対して、山の整備は拡大できている。村外でも稼げるようになってきた。 

 TAKIBIプログラムなどやっているが、既存の仕組みの延長では厳しくなってい

る。 経済の拡大が村の大きな課題である。 

 

 木材加工が落ちている要因は需要か。競合か。 

 

 市場が飽和している状態。中小の事業所が特に厳しい。大手と色を分けたいと考

える事業者の売上が２０～３０％減。下請けとなると４０％～５０％減となって

しまう。原価を落としたいと考えるようになり大手から仕入れるようになってし

まう。 

 また、中小の事業者同様に大手も細かいニーズに対応した受注をするようになっ

てきた。弊社も製材を止め、近隣に製材を頼み仕入れバックする方が安価となっ

ている。 

 

川上の整備は進んできた。森林整備は村内事業者が力をつけている。 

 川下として、木材チップは村が市場価格で買い取っている。地域の雇用につなが

っているが、規模として経済の受け皿になっていくのは難しい。次は雇用と経済

拡大の展開と考えている。資本資産の使い方を工夫していく必要がある。 

 

事業の実施をして、どのような効果があるか？ 

 

 TAKIBIでは事業創出を目指しているところ。 新事業加速化では村民に事業の

周知が効果としてあげられる 

 

 新しい分野で課題も多い。モビリティの取組では関係人口の方の足として普及す

ることを目指している。オープンデータは収集のフェーズ。今後の活用を拡大を

目指すことを考えていかないといけない。 

 

 観光を民営化の実績が KPI にあがっているところである。来年度は生物多様性

の法人が立ち上がり、村として支援していく。 

 

 



前原委員 

 

 

 

 

 

 

 

犬飼委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

桂田 

 

犬飼委員 

 

産業観光課長 

 

 

 

犬飼委員 

 

産業観光課長 

 

 

 

総務企画課長 

 

 

前原委員 

 

 

教育委員会課長 

委員３年目となり、西粟倉の先進的な事業内容に対し驚きなど慣れてきた。 

 美作市の住民として西粟倉村を見た場合、西粟倉村は新しいことをやっているイ

メージ。村の中では周知されているのだろうが、村外への PRは出来ているのか

と感じる。対外的な周知をしやすくする取り組みをしてはどうか。 

 金融機関の代表としての意見として、製材事業の頭打ちに対し、住宅の建設費用

の高騰で一般の方の住宅ローンが厳しくなっている。現実的ではない状況。村産

材の住宅を安価に建てられる仕組みを対外的に行ってはどうか。 

 

先進的なことを行っているイメージ。 

 村内での雇用事業者も増えている。その中で推奨しているユースエール認定制度

では管内で美作市が７社、勝央町が１社認定されている。雇用は生まれているが、

今の若い方が応募したいと思う事業者が増えて欲しい。村では移住者が起業して

雇用を生む仕組みからユースエールが難しいのではないかと考える。 

 また、新しいホテルは出来たが、求人など大々的にされている様子が見えなかっ

た。雇用はどのように生んでいるのか疑問に感じている。 

 質問で、新事業創出加速化支援事業の中で、情報発信記事とはどのようなものか。 

 

 村内へ発信する求人情報。年２回、帰省のタイミングで発行している。 

 

 Uターンは少ないのか。 

 

 少ない。大学生に村の仕事の魅力をヒットさせられないかと考えている。新卒で

の村内雇用を増やしていきたい。働きたい職場がないと帰ってこれない。選択肢

は増えてはいるが、都市部と比較すると僅かである。 

 

 コンビニは検討しないのか。 

 

 検討の過去はあるが、その際にコンビニすらない村のようなブランディングなど

話があったりもした。 

 飲食店など村内の娯楽や生活につながる施設は増えてはいる。 

 

 時間はかかるが職場体験なども含め、Uターンも徐々に増えてきている。 

 インターンなどしてくれる子が増えて欲しい。 

 

里親制度はやっているか。都会では居場所がない子どもが多い。村の良さを体験

する制度をやっていないのか。 

 

 百年の森林留学がそのための事業。保護者との信頼をはじめ事業者を選定するこ



 

 

 

 

前原委員 

 

 

教育委員会課長 

 

 

 

前原委員 

 

産業観光課長 

 

 

 

 

牧委員 

 

 

総務企画課長 

 

 

牧委員 

 

 

 

 

 

 

 

小野委員 

 

 

 

 

 

とは難しい。 

 家族移住のニーズはあるが、空き家不足のため智頭町に転入し、区域外で期待と

いう話も増加している。 

 

 奄美大島では、村中で歓迎。子どもたちが大人になってまた来たいと考えている

若者を増やしている。 

 

 Uターンでは２０歳の集いを夏に開催する。その中で今の村を知ってもらうWS

を開催。雇用のチラシや、村民アプリの周知など、村に住まなくても村に関わっ

てもらう取り組みとしている。 

 

 インターンはどのくらいいるか。 

 

 エーゼログループさんは受け入れている。 

今後、村の人事部を作れないかと考えている。専門的に事業者へのマッチングや

マルチワークの斡旋をする。特地事業で考えている。 

 移住者にとって村内事業者へ入ったけど違ったというミスマッチを減らしたい。 

 

地域おこしインターン制度を活用することも検討してはどうか。特別交付税で措

置される。 

 

エーゼログループでのインターン受け入れはどのようなことをしているのか。中

学生の職場体験の受け入れの参考にもしたい。 

 

 弊社のインターン生の受け入れはオーダーメイド。何をしたいか。どうなりたい

か。をヒアリングし、企画など成果を出す。社内プレゼンで発表をしている。 

中学生では考えて行動できるのは難しいと考える。高校生からは可能な子もい

る。のちの雇用につなげるためにも重要である。 

 むらまるごと研究所が雇用対策協議会のような仕組みを担ってもらえたら良い

と考える。 

 余裕がある会社がないため、雇用がなかなか進んでいかない。 

 

 新聞社として反省している。TAKIBI、３K など資料を見るまで知らないことが

ほとんどであった。村が PRの努力されているのではないかと考える中で、新聞

の影響力は落ちているが、デジタル版などリリースを出していただければ、面白

い情報発信になっていきそうだと感じた。 

 人口減少対策は奪い合いとなってはいけない。仕事と居住を近隣の市町村で広域

的にとらえてよいのでは。 



 

 

 

 

 

産業観光課長 

 

小野委員 

 

産業観光課長 

 

 

 

 

 

小野委員 

 

総務企画課長 

 

 

 

白岩 

 

 

小野委員 

 

 

犬飼委員 

 

 

 

前原委員 

 

 

 

斎藤委員 

 

 

地元の子が村に戻っていくことがマスト。現在では若い女性がとどまることを考

えていかなければならない。究極は魅力ある職場。 

 ＫＰＩの４－２と村職員の離職率の高さを課題として考えたい。 

 また、Ｊクレジットの活用は進んでいるのか。 

 

４，２００ｔ分クレジット化 

 

 生物多様性の取組は観光に活用するのか。 

 

 村長は昔の川の環境を取り戻したいと話している等、生態環境を取り戻し、それ

らを活用した産業の活用を進め、地域経済につなげていく取り組みとしていきた

いと考えている。最終的には観光活用にもなっていくだろう。 

 都市部事業者との連携を行い、様々な方が関わりながら、ＰＲも含め人が訪れる

ものとしていきたい。 

 

 ユニット住宅はどのようなものか。 

 

 これまでは単身者向けであったが、現在のニーズにあわせた世帯向けを検討して

いる。 

 

（２）地方創生２．０ 

 説明 

 

（３）村への提案等 

これまで県南赴任が多かったが、現在は県北の地方創生の必要を感じている。県

北を応援するつもりでいる。 

 

現在のハローワークへの西粟倉の登録は２０数名。西粟倉村は好きな自治体であ

る。牧委員等の事業者と二人三脚でユースエール認定を受けた事業が増えたらと

期待する。 

 

地域通貨の活用はどうか。他市町村では運用がうまくいっていない例が多い。銀

行では新紙幣は発行される最後の紙幣に。今後デジタル化が進んでいく。村では、

先に浸透させることで、地方創生を進めることができる。 

 

移住・起業・協力隊、多くの人が来ている。視察など多くの方が、魅力に感じて

来村している。しかし、地域住民が感じられていないミスマッチが感じられる。 

 県民局でも、特地など協力していきたい。 



 

牧委員 

 

 

 

 

 

 

 

地方創生の取組開始から約１０年。役場も走り続けて職員負担が増加し、忙しく

なっている。一旦休むタイミングと考える。 

 来年度以降エーゼロの村からの受託も無くしていく。村全体で余裕を作っていく

ことを考えたい。 

 しかし、民間は事業の整理をしやすいが、自治体はやめることが難しい。 

力を蓄えていくことを考えて欲しい。 

 

 ４．その他 

特になし 

 ５．閉 会 

 

 


